












既に述べたように、中国では環境問題への対応が大
きな課題となっている。我が国企業にとっても環境規
制の遵守が求められるとともに、優秀な環境技術を有
する企業にとってはビジネスの機会ともなり得る。市
場規模のひとつの目安として、中国政府が公表してい
る環境汚染対策のための投資額を見ると、年による変
動はあるもののすう勢的に増加してきている 182（第Ⅱ- 
3-4-2-11 図）。中国政府は環境保護を重視する方針を
掲げていることから、環境関連の投資拡大を予測する
声が強い。

（2）日系現地法人の動向
次に、中国における日系現地法人の動向を見ていく。

まず、日本企業の世界的な海外進出の中での中国の位
置づけを見てみる。外務省調査によれば、中国の日系
企業拠点数は約 3 万 2 千拠点（世界シェア 45％）と、

米国、アセアンの日系企業拠点数の 3～4 倍に達し、
世界最大規模となっている（第Ⅱ-3-4-2-12 表）。そ
の背景には、中国の経済規模、高い成長率、日本から
の近接性等の要因があることが考えられる。これを現
地法人の企業ベースで見ると、世界シェアは企業数、
従業員数ではそれぞれ 25％、27％と世界 1 位、売上げ、
経常利益は、GDP 世界最大の米国にはゆずるものの、
それぞれ 16％、20％と世界第 2 位の規模を有し、日
本企業にとって大きな事業活動の舞台となっている
（第Ⅱ-3-4-2-13 図）。国別に近年の現地法人の売上
高経常利益率を比較してみても、中国は、米国、EU
を上回り、高い水準にある（第Ⅱ-3-4-2-14 表）。

このように日本の対外直接投資の中で、中国に対す
るシェアは大きいが、過去からの推移を見ると、むし
ろ、2012 年のピーク以降、毎年の新規・追加の直接
投資額は減少に転じ、2017 年はピーク時から半減し
ている（第Ⅱ-3-4-2-15 図）。中国は世界第二の経済
規模を有し、かつての 10％を超える高成長からは減
速しているが、欧米先進国と比べれば高い成長率を持
続しており、拡大する市場として事業機会を考えてい
く必要がある。

実際に日本企業に有望な事業進出先をアンケート調
査した結果では、中国は、マーケットの規模や成長性
を背景に最も有望な進出先との声が高い（第Ⅱ-3-4-
2-16 図）183。

ここまで、日本の対中投資の動向を見てきたが、業
種別の観点を加えてみる。中国側統計で中国の世界か

第Ⅱ-3-4-2-10 図
中国における大学・大学院生（在学生）の推移

資料：�中国教育部、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-3-4-2-11 図 中国の環境汚染対策投資の推移

資料：�中国環境保護部、CEIC database から作成。
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第Ⅱ-3-4-2-12 表
主要国における日系企業拠点数（2016 年 /上位 10か国）

（拠点、%）

順位 国・地域 拠点数 シェア
1 中国 32,313 45.0
2 米国 8,422 11.7
3 インド 4,590 6.4
4 ドイツ 1,811 2.5
5 インドネシア 1,810 2.5
6 タイ 1,783 2.5
7 ベトナム 1,687 2.3
8 フィリピン 1,440 2.0
9 マレーシア 1,362 1.9
10 台湾 1,152 1.6
－ ASEAN 10,033 14.0
－ 世界計 71,820 100.0

資料：外務省「海外在留邦人数調査統計」から作成。
�
182	環境汚染対策のための投資額は 2016 年総額約 9,200 億元、うち、都市部環境インフラ約 5,400 億元、産業由来の汚染対策約 820 億元となっ

ている。都市部環境インフラの中では、緑化（都市部環境インフラの 40％）、排水（同 27％）などが大きい。産業由来の投資額の中では、
大気（産業由来の投資額の 69％）、水質（同 13％）、土壌（同 6％）、その他（同 12％）となっている

183	国際協力銀行が行った調査で、製造業が対象業種となっている。
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小さな規模にとどまっている（第Ⅱ-3-4-2-19 図）186。
中国に立地する日系現地法人の事業活動の状況を業

種別により詳しく見てみよう。第Ⅱ-3-4-2-20 表は、
中国における個人消費関連サービス業の詳細にまでお
りた日系現地法人数であり、その際に米国に立地する
日系企業との比較も行っている。この表からも、中国
に展開している日系現地法人は製造業が中心であり、
旺盛な消費に関連すると思われる小売業や対個人向け
のサービス、例えば、生活関連サービス、娯楽、宿泊・
飲食、教育、医療・福祉等はわずかなシェアにとどまっ
ていることがわかる。同じ日系現地法人でも、米国に
進出している企業を見ると、個人消費関連サービスの
シェアが必ずしも大きくはないものの、中国に進出し
ている企業に比べれば、これら業種のシェアが高い。

このように中国における企業の個人消費関連サービ
スのシェアが低いのは、外資系企業共通に見られる現
象であろうか、それとも日本企業に特徴的なことであ

ろうか。米国商務省、欧州統計局のデータを利用して、
日米欧の現地法人の売上額を比較すると、日本は個人
消費関連サービスの売上高が欧米に比べて金額ベース
で小さく、また、全業種に対する業種別シェアでも低
くなっている（第Ⅱ-3-4-2-21 図）。中国では、中間層、
乳幼児、シルバー市場の拡大が指摘される中で、欧米
企業は既に中国に進出してこの分野で売上げを上げて
いるのに対して、日本企業は進出が遅れている可能性
がある。

日系企業が、業種別に中国市場をどう評価している
かを見ると、約半数の企業は事業拡大を考えており、
特に、卸・小売ではその比率が高い（第Ⅱ-3-4-2-22 図）。

また、外資企業が中国市場をどう見ているか、米国
企業を例に中国市場の見込みを見ると、製造業だけで
なく、消費関連産業やサービス業も市場拡大を予想し
ている（第Ⅱ-3-4-2-23 図）。

それでは、現在実際に進出している日本の個人消費

第Ⅱ-3-4-2-20 表 中国・米国における日系現地法人の比較（2015 年度）

� （単位：社、%）

業 種
在中国 在米国 世界計

企業数 シェア シェア シェア
全 産 業 6,670 100.0 100.0 100.0

製 造 業 3,930 58.9 36.6 43.9

非製造業 2,740 41.1 63.4 56.1

農林漁業 12 0.2 0.3 0.4

鉱 業 1 0.0 0.7 0.8

建 設 業 61 0.9 1.0 1.5

情報通信業 252 3.8 4.8 3.3

運 輸 業 222 3.3 3.1 5.5

卸 売 業 1,480 22.2 29.2 28.2
＊小 売 業 169 2.5 3.1 2.7

サービス業 445 6.7 15.3 9.5

経営コンサルタント業、純粋持株会社 92 1.4 7.2 3.2

広告業 38 0.6 0.2 0.5

学術研究、専門・技術サービス業 112 1.7 2.7 1.7
＊生活関連サービス業、娯楽業 14 0.2 1.2 0.7

その他のサービス業 189 2.8 4.0 3.3

その他の非製造業 98 1.5 5.9 4.0

電気業、ガス業、熱供給業、水道業 12 0.2 0.7 0.5

金融業、保険業 10 0.1 2.3 1.3

不動産業 23 0.3 1.5 0.7

物品賃貸業 18 0.3 0.2 0.8
＊宿泊・飲食業 24 0.4 0.9 0.6
＊教育、医療・福祉 11 0.2 0.3 0.2

個人消費に関係すると思われる業種（＊印）計 218 3.3 5.6 4.3
備考：詳細分類については個票データから集計した。
資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」から作成。
�
186	売上高は、中国国内販売のほか、輸出も含むため、主として国内需要を対象とする個人消費関連サービスの影響が出にくい面はある。
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関連サービス業（小売業や消費関連のサービス業）に
属する企業の実態、プロフィールを見てみる。果たし
てどのような企業が進出しているのであろうか。まず、
従業員数で見た企業規模では比較的小規模な企業が多
い。例えば、従業員 10 人未満の企業が全産業で 2 割
以下、製造業では数％にすぎないが、小売業では 3 割、
消費関連サービス業では 2 割を超えている（第Ⅱ-3-
4-2-24 図）187。次に操業年数を見ると比較的若い企業
が多い。例えば、10 年未満の企業が全産業で 4 割、

製造業で 3 割に対して、小売業では 7 割、消費関連サー
ビス業でも 6 割を占めている。企業規模が小さく、操
業年数も若い影響か、売上高規模も他業種と比べ相対
的に小さい企業が多く、経常利益が黒字に至っていな
い企業も多い。一方、出資比率については、全産業で
も日本側 100％出資の企業が 7 割と多いが、消費関連
サービスでは 8 割を超えている 188。日本側全額出資

第Ⅱ-3-4-2-21 図 中国における日米欧現地法人の業種別売上高の比較（2015）

備考：１．�米国、EU企業の売上は、2015 年の年間平均レートで換算（1ドル＝ 121 円、１ユーロ＝ 134 円）。
２．�日米欧で比較的近いと思われる業種分類を集計。例えば「個人消費関連サービス」は、小売、宿泊・飲食、教育、医療・福祉、娯楽等に

相当する分類、「対事業所サービス」はコンサルタント、広告、専門・技術サービス等に相当する分類を集計した。なお、EUの自動車販
売 ･修理は卸売業に含めた。

資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」、米国商務省経済分析局Webサイト、EU統計局Webサイトから作成。
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第Ⅱ-3-4-2-22 図
在中日本企業の今後 1～2年の事業展開

備考：�本質問に対する回答企業数。卸・小売業～金融業は非製造業の内数。
資料：�ジェトロ「2017 年度 アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」

から作成。
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拡大縮小 現状維持

第Ⅱ-3-4-2-23 図
米国企業が中国の当該産業の市場をどう見ているか
（2018 年成長率予測）

備考：�個々の質問への回答数は公表されていないので、アンケート全体へ
の回答社数を参考に表示した。

資料：�The American Chamber of Commerce in the Peoples’s Republic of 
China 「2018 China Business Climate Survey Report」から作成。
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�
187	ただし、業種ごとに特性があることは考えられる。例えば、日本において中小企業の定義を従業員規模で考える場合、製造業等 300 人以下、

卸売業・サービス業 100 人以下、小売業 50 人以下というように、製造業の企業規模は相対的に大きく、小売業は相対的に小さい傾向は見
られる。
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第Ⅱ-3-4-2-24 図 在中日系現地法人のプロフィール（2015 年）

備考・資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」において、従業員数を
回答した企業のみで集計。
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10人未満
100～300 人 300～1,000 人

1,000 人以上

10～20 人 20～50 人
50～100 人

備考・資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」において、設立年を回
答した企業のみで集計。
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備考・資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」において、売上高を回
答した企業のみで集計。
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備考・資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」において、経常利益を
回答した企業のみで集計。
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０～１億円 損益なし
０～0.5 億円

備考・資料：�経済産業省「海外事業活動基本調査」において、出資比率を
回答した企業のみで集計。
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�
188	業種によっては出資比率規制がある点には注意が必要。
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の場合は、経営の自由度が高いことが大きな利点であ
るが、現地の市場動向や商慣行に精通した現地人材や
地場企業との協働の必要性を指摘する声もある 189。

ここまで、中国市場の有望性を見てきたが、中国で
ビジネスを行う上での課題も指摘されている。在中日
系企業が指摘する課題は、従業員の賃金上昇を筆頭に、
競合相手の台頭、調達コストの上昇、品質管理の難し
さ等多岐にわたっている 190（第Ⅱ-3-4-2-25 図）。ま
た、別の調査では、知的財産権の運用が不十分との指
摘もされている 191。

中国におけるビジネス上の課題を他の外国企業から
見た場合、賃金上昇のほかに、規制の不明瞭さ、規制
のコンプライアンスリスクを挙げる声が多い（第Ⅱ- 
3-4-2-26 図）。

これまで、本節において中国市場におけるビジネス
チャンスを見てきたが、第三国においても、日中民間
企業が協力してビジネスチャンスをつかむことも有益
である。

一般論として、第三国協力を進めることには、外交
上の意義に加え、①競争力ある他国企業と組むことに
よるコスト競争力の強化、②他国企業が進めるプロ
ジェクトにサプライヤーとして参画することによるビ
ジネス機会の拡大、③相手国との太いパイプを有する
第三国企業と連携することによる政治・外交リスクの
低減といった、ビジネス上の意義がある 192。

このような背景から、日中両国政府は、日中企業に
よる第三国協力の推進に向けて取り組んでいる。まず、
2017 年 11 月の日中首脳会談において、双方は、ルー
ルに基づく自由で開かれた win-win の関係を築いて
いくために、民間企業間のビジネスを促進し、第三国
でも日中のビジネスを展開していくことが両国及び対
象国の発展にとって、有益であることで一致した。
2017 年 12 月に東京で開催した「日中省エネルギー・
環境総合フォーラム」において「第三国市場協力分科
会」を新設し太陽光、水力発電といったグリーン電源
の開発、ガス火力発電、製油所近代化といった産業高
度化などの分野における日中協力の可能性について意
見交換を行った。また、省エネ・環境分野に限らず幅
広い日中企業が参加し意見交換を行う場の必要性につ
いて企業から指摘があった。さらに、2018 年 5 月の
日中首脳会談（安倍総理・李克強総理）において、両
首脳は、第三国における日中民間経済協力について、
①日中ハイレベル経済対話の下、省庁横断・官民合同
で議論する新たな「日中民間ビジネスの第三国展開推
進に関する委員会」を設け、具体的な案件を議論して
いくこと、②また民間企業間の交流の場として「第三
国市場協力フォーラム」を安倍総理の訪中の際に開催
することで一致した。今後、両枠組みを活用して、対
話や交流を推進し、具体的な日中企業の第三国協力プ
ロジェクトを組成していく。

第Ⅱ-3-4-2-25 図 在中日本企業の経営上の問題点

備考：�数値は回答者の中で同項目を選択した割合。
資料：�ジェトロ「2017 年度アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」か

ら作成。
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第Ⅱ-3-4-2-26 図
米国企業から見た中国におけるビジネス上の課題

備考：�回答者のうち、同項目を選択した割合。
資料：�The American Chamber of Commerce in the Peoples’s Republic of 

China 「2018 China Business Climate Survey Report」から作成。
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189	現地事情の把握等のためには公的サービスの活用も有益であり、例えば、ジェトロは日本企業の海外進出支援を行っている。企業のスター

トアップに関しては、現地の有力スタートアップ・アクセラレータ（スタートアップ支援企業・団体）等と提携して、日本企業の現地展開、
現地有力スタートアップの日本進出の支援等を行う事業を立ち上げた。具体的には、このようなハブ（拠点）を中国においては、深圳、
上海に設置し、提携先アクセラレータの専門家による現地ブリーフィング、事業戦略立案に関するアドバイス、コワーキングスペースの
提供等の支援を行っている。

190	その他にも、例えば、雇用面では、7 割以上の企業が賃金上昇を課題に挙げているほか、従業員の質、ワーカーや技術者など人材確保の
難しさを指摘する声が強いなど、様々な課題に直面している。

191	第Ⅱ-3-4-2-16 図参照。
192	同様の観点から、日米、日印、日中の第三国協力を推進している。日米第三国協力については、第 3 部第 1 章第 3 節 1 を参照のこと。
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第３章 急速に変化する中国経済



これまで中国は「世界の工場」といわれるように生
産拠点として見られており、サプライチェーン関連の
製造業が多く立地していた。しかし、中国は人件費が
上昇し、かわりに消費市場が拡大して「世界の市場」
へと変貌を遂げつつある。中国には、様々な構造問題
はあるが、それらを克服し消費主導型成長に転換して

いくことができれば、今後とも有望な市場としてビジ
ネスチャンスを考えていくことが重要となってくる。
また、中国企業が積極的に海外進出をしていく中で、
第三国における日中企業協力も有益と指摘されてい
る。成長を続ける中国の活力を日本の活力につなげて
いく必要がある。
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第４節日本企業にとってのビジネスチャンス


